
経営比較分析表（令和6年度決算）
愛知県　名古屋市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 R02 R03 R04 R05 R06

110,659 113,758

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 6,572,982 6,229,189 4,107,291

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 96,233 101,870 107,861

7,174,412

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

1,541 37.5 有 有

6,389,101

- 764.6 35,709 1,014

R02 R03 R04 R05

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

　①経常収支比率は令和2年度以降赤字となっていた
が、令和6年度は公営企業平均値や目標値を上回り黒
字となった。
　一方、②営業収支比率は過去5ヶ年赤字で公営企業
平均値や目標値を下回っている。
　営業収支が赤字の中、経常収支が黒字であるの
は、主に一般会計からの補助金等によるものであ
り、⑤利用者１回当たり他会計負担額や、⑦他会計
負担比率は公営企業平均値を上回っている。
　③流動比率は令和5年度までの過去3ヶ年は目標値
を下回っていたが、令和6年度は公営企業平均値を下
回っているものの、目標値を上回った。
　④累積欠損金比率は、過去4ヶ年横ばいであったも
のから、令和6年度は改善したが、依然として公営企
業平均値を上回っている。
　⑥利用者１回当たり運行経費は、令和2年度から令
和5年度まで減少傾向にあったが、令和6年度は再び
増加した。これは、輸送人員の増加と比較して経常
費用がより増加したためである。
　⑧企業債残高対料金収入比率は令和5年度以降大き
く増加しており、また⑨有形固定資産減価償却率は
令和5年度以降大きく減少している。これらは、令和
5年度・令和6年度とバス車両更新数の増が続いたた
めであり、それぞれ購入に伴う企業債発行額の増、
除却に伴う減価償却累計額の減によるものである。

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 96.6 96.4 96.5 97.7 101.6 当該値 70.3 71.5

R06 R02 R03 R04 R05R06 R02 R03 R04 R05R06

平均値 83.7 89.7 96.8 100.0 100.1 平均値

82.6 88.572.8 73.1 75.9 当該値 121.6 98.7

71.4 76.9 83.4 87.5 87.6 平均値

195.5 193.7 174.4102.9 当該値 196.6 197.5

58.4 66.5 64.7 61.0 58.1

2. 経営の効率性について

126.8 108.4 107.1 116.8 110.5 平均値

R04 R05 R06R06 R02 R03R04 R05R04 R05 R06 R02 R03R02

77.281.5 73.9

■当該値⑥ 251.6 241.2 232.7 231.5

41.6 38.1 38.9 49.2 62.0 当該値27.2 25.4 16.4 24.9 26.2 当該値

57.2240.7 平均値 9.6

■当該値⑤ 81.4

■平均値⑥ 244.7 231.7 214.7 205.8 209.1

80.368.3 61.1 38.1 57.7 63.1 当該値

75.2

■平均値⑤ 23.4 23.9 20.6 21.3 21.8

59.0 平均値 74.5 75.4 76.0 75.210.4 平均値 53.2 56.9 54.610.3 9.6 10.4

2. 経営の効率性

全体総括

　令和6年度は人件費や経費の増加があったものの、
それ以上に運輸収益などが増加したことにより、経
常収支が令和元年度以来、5年ぶりの黒字となった。
しかしながら累積欠損金は依然として多額となって
おり、非常に厳しい経営状況が続いている。
　少子高齢化の進行により、乗車人員の大幅な増加
を見込むことが難しい一方で、施設や設備の老朽化
に伴う更新費や職員給与費の増加、物価の高騰によ
る経費の増加が見込まれる。
　こうした状況の中、安定的・継続的に交通サービ
スを提供し続けるため、収入増加策の展開や業務の
省力化・効率化などの経営改善に引き続き努めてい
く。

R02 R03 R04 R05 R06

　①走行キロ当たりの収入は、同じ地域内の民間事
業者の平均値を上回っており、また増加傾向にあ
る。
　一方、②走行キロ当たりの運送原価も民間事業者
平均値を上回っているが、これは③走行キロ当たり
の人件費が民間事業者平均値を上回っていることが
主な要因であり、引き続き経営改善を行うこととし
ている。
　④乗車効率は、過去5ヶ年改善傾向にあるが、民間
事業者平均値を下回っている。

R03 R04 R05 R06 R02 R03

当該値 461.99 479.77 501.13 515.08

R02 R04 R05 R06R06

15.3398.47 当該値 12.9 13.5 14.4 14.8

平均値 406.91 408.64

668.19 679.27 698.72 712.16

R02 R03

763.78 当該値 360.56 365.19 373.75 376.88

R03 R04 R05R02 R03 R04 R05 R06

573.21 当該値

16.8 17.7 18.5

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

241.20 249.67 269.79 平均値 14.2 15.4408.23 430.77 475.34 平均値 243.51 242.42平均値 268.37 289.28 313.40 356.10 405.01
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